
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇
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〇
政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
告
示
第
八
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四

号
）
第
十
九
条
の
二
十
四
の
規
定
に
基
づ
き
、
登
録
政
治

資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者
を
次
の
と
お
り
公
告
す

る
。平

成
二
十
四
年
二
月
十
三
日

政
治
資
金
適
正
化
委
員
会
委
員
長

上
田

廣
一

登
録
番
号

登
録
年
月
日

氏

名

四
一
〇
二

二
四
、

一
、
二
七

町
田

剛

四
一
〇
三

二
四
、

一
、
二
七

平
井

直
文

四
一
〇
四

二
四
、

一
、
二
七

中
村

幸
雄

〇
法
務
省
告
示
第
四
十
八
号

平
成
二
十
三
年
法
務
省
告
示
第
十
六
号
（
電
気
通
信
回

線
に
よ
る
登
記
情
報
の
提
供
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
登
記
所
の
指
定
に
関
す
る
件
）
を
廃
止

す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
二
月
十
三
日法

務
大
臣

小
川

敏
夫

平
成
二
十
三
年
法
務
省
告
示
第
十
六
号
（
電
気
通
信
回

線
に
よ
る
登
記
情
報
の
提
供
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
登
記
所
の
指
定
に
関
す
る
件
）
は
、
廃

止
す
る
。附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
四
年
二
月
二
十
日
か
ら
施
行

す
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
四
十
九
号

宮
崎
県
都
城
市
役
所
保
存
の
次
の
除
籍
が
滅
失
し
た
。

平
成
二
十
四
年
二
月
十
三
日法

務
大
臣

小
川

敏
夫

宮
崎
県
都
城
市
八
幡
町
三
千
八
百
二
十
四
番
地姫

田

ワ
キ

〇
高
知
地
方
検
察
庁
告
示
第
一
号

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
二
十

二
年
政
令
第
二
百
五
十
号
）第
十
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律

第
六
十
六
号
）
第
七
条
第
二
項
の
事
務
所
の
場
所
を
変
更

し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
四
年
二
月
十
三
日

高
知
地
方
検
察
庁
検
事
正

中
川

清
明

高
知
県
高
知
市
丸
ノ
内
一
丁
目
四
番
一
号
高
知
法
務
総

合
庁
舎

高
知
地
方
検
察
庁
企
画
調
査
課
内
情
報
公
開
窓

口

〔
告

示
〕

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件（
政
治
資
金
適
正
化
委
八
）

J

〇
電
気
通
信
回
線
に
よ
る
登
記
情
報
の
提
供

に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
登
記
所
の
指
定
に
関
す
る
件
を
廃
止

す
る
件
（
法
務
四
八
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
四
九
）

〇
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
施
行
令

第
十
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
文
書
等

の
管
理
に
関
す
る
法
律
第
七
条
第
二
項
の

事
務
所
の
場
所
を
定
め
た
件

（
高
知
地
方
検
察
庁
一
）

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

チ
ュ
ニ
ジ
ア
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡

の
交
換
に
関
す
る
件
（
外
務
三
一
）

K

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人
民
共
和
国
政
府
と
の

間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件（
同
三
二
）

L

〇
地
方
厚
生
局
長
及
び
四
国
厚
生
支
局
長
が

行
う
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
厚
生
労
働
五
〇
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
三
五
七
〜
三
六
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
三
六
四
〜
三
七
五
）

N

〇
計
量
法
第
百
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用

す
る
同
法
第
六
十
六
条
の
規
定
に
よ
っ
て

指
定
外
国
製
造
事
業
者
の
指
定
の
効
力
を

失
っ
た
件
（
経
済
産
業
二
〇
）

P

〇
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化

に
関
す
る
法
律
第
二
十
六
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る

事
務
を
委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
二
一
）

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

に
供
す
る
件
（
国
土
交
通
一
六
〇
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
一
六
一
、
一
六
二
）

〇
環
境
大
臣
が
定
め
る
石
綿
が
含
ま
れ
て
い

る
指
定
廃
棄
物
等
（
環
境
一
〇
）

Q

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
等
を
実
施
す
る

件
（
防
衛
三
五
）

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
員
の
氏

名
を
変
更
し
た
件

（
中
国
地
方
整
備
局
一
三
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
九
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

九
州
地
方
整
備
局
公
示（
九
州
地
方
整
備
局
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
有
権
者
申
出
方
、
司
法
書
士
懲
戒

処
分
、
特
定
保
険
募
集
人
の
所
在
の
確
知

等
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
、
基
本

測
量
関
係
事
項
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
、
所

在
不
明
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

K
R

˜
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